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第1章  序論 
















廃棄物（TRU 廃棄物）を地下深部に処分するプロジェクト（Waste Isolation Pilot Plant :WIPP）
が開始され、1980 年代初頭にニューメキシコ州カールスバッドに分布する岩塩層を選定し、1983






図 1.1-1 WIPP の全景と地下処分場の俯瞰図（ピンク色部分を日本の建設業者が施工）： 
本論文の一部である閉鎖前の安全性確保の理念はWIPP 建設で米国エネルギー省から 

















































































































































































図 1.3-1 研究論文の構成 
 

















2.1  地層処分の概念と安全評価 
(1)  地層処分の安全概念 
放射性廃棄物の地層処分に関連する国際機関での初期の議論としては、OECD/NEA（経済協
力開発機構／原子力機関）が 1977 年に公表した”Polvani Report”がある（”Objectives, Concepts 






1982 年に OECD/NEA の専門家グループは、”Coady Report”（”Disposal of Radioactive 












である”Safety Principles and Technical Criteria for the Underground Disposal of High Level 












国の NRC（National Research Council）が公表した”A Study of the Isolation System for 



























   
図 2.1-1 人工バリアの定置概念（左：SKB KBS-3 概念、右：Nagra Gewähr 概念） 
 
また、スウェーデン、スイス両国で用いられた安全確保のための多重バリアシステム概念


























































































このような課題は各国で共通な問題として認識され、OECD/NEA が 2004 年に取りまとめて公













































































































2.2  放射性廃棄物と処分概念 
(1)  放射性廃棄物の発生源 
わが国における放射性廃棄物は、原子力エネルギーの利用から発生する。その種類は、放射能
レベルにより分類されている（図 2.2-1参照）。このうち、特に放射能レベルが高く半減期が長い
廃棄物を高レベル放射性廃棄物（HLW: High Level Waste)と分類している。わが国におけるHLW
は、原子力発電所の使用済み燃料を再処理したガラス固化体の形で存在する。処分の対象となる
ガラス固化体は、2030 年までに約 4 万本発生すると予測され、30 年から 50 年間かかる冷却の
ための中間貯蔵が進められている。さらに再処理や原子力発電所の解体、発電所の運転からは、
放射能レベルは低いものの寿命が極めて長い廃棄物（わが国ではTRUと総称している）、および
















































(原環機構, 2002)  
図 2.2-2 わが国における地層処分の概念と安全確保方策（原環機構, 2002） 






















































































1)  OECD/NEA (1977): Objectives, Concepts and Strategies for the Management of 
Radioactive Waste Arising from Nuclear Power Programmes, Polvani Report” 
2)  OECD/NEA (1982): Disposal of Radioactive Waste : An Overview of the Principles 
involved, Coady Report” 
3)  IAEA (1989): Safety Principles and Technical Criteria for the Underground Disposal of 
High Level Radioactive Wastes、Safety series No.99”  
4)  US NRC（National Research Council）(1983): A Study of the Isolation System for Geologic 
Disposal of Radioactive Waste 
5)  SKB (1983): Final Storage of Spent Nuclear Fuel KBS-3 
6)  Nagra (1985): Projekt Gewähr 1985 Nuclear Waste Management in Switzerland: 
Feasibility Studies and Safety Analysis 
7)  OECD/NEA (1990): System Performance Assessments for Radioactive Waste Disposal, 
Workshop in Paris 
8)  OECD/NEA (2004): Learning and Adapting Societal Requirements for Radioactive 
Waste 
9)  ITC (2004): Lecture “Geological disposal and Safety Case” in Tokyo 
10)  原子力安全委員会(2000)：高レベル放射性廃棄物処分に関する安全の基本的考え方（第 1次
報告） 
11)  OECD/NEA (2004a): Post closure safety case for Geological Repositories, Nature and 




17 年度取りまとめ 総論－ 
 
 






























 3.1.1  処分場操業時の安全性と品質確保 

































図 3.1-1 第２次取りまとめでの処分場概念と人工バリア概念 (サイクル機構, 1999) 
 

























図 3.1-2 想定される操業プロセス（河村他、2004） 
 


































































(4)  安全・品質原則と遠隔操業プロセス 
























図 3.1-3 人工バリア定置概念（河村他、2004） 
 











































































図 3.1-4 操業時の安全評価と対応策設定までの流れ（河村他、2008） 
 










表 3.1-1 人工バリアシステム構築における安全要件の階層構造 
3-9
 












2.1.2 作業時の異常・事故への対応が容易にできること 2.1. 地表での製作・加工時の異常・事故への対策が容易にできること 2.1 自然災害を含めて、異常時、事故時への対策、避難ルート











2.2.2 操業関連装置構造がシンプルであること 2.2. 地表での製作・加工装置の構造がシンプルであること 2.1 製作・加工、搬送、定置、閉鎖に関連する装置の構造が故
障。異常時に対応しシンプルに設計されている 2.2.2.2 地下への搬送・積み込み装置の構造がシンプルであること 
2.2.2.3 地下での搬送・積み替え装置の構造がシンプルであること 
2.2.2.4 定置装置の構造がシンプルであること 異常時の対応が素早くできる 
2.2.2.5 処分坑道・処分孔閉鎖装置の構造がシンプルであること 事故・故障時の対応が素早くできる 















2.4.1 管理区域が設定され区分されていること 2.4. 輻輳作業での管理区域が確実に設置されていること 1.1 輻輳作業の分離、管理区域内作業環境では、遮蔽等の安全
防護策が準備されている 2.4.1.2 管理区域内での放射線防護策が準備されていること 
2.4.1.2 排水、換気、エネルギー供給ラインの分離がなされていること 
2.4.2 管理区域の移動に伴う切替えが確実にできること 2.4. 管理区域の移動に伴う作業君間の切り替えが確実にできること 2.1 段階的な作業の展開に伴う管理区域のスムーズな移管が
設計されている 2.4.2.2 管理区域の移動に伴う物流ラインの切り替えが確実にできること 
2.4.3 非管理区域と管理区域の物流が安全にできること 2.4. 非管理区域と管理区域との物流が安全にできること 3.1 異常時、事故時への迅速な対応のための、各区域間の物流、
避難、救助作業等への対応がなされている、 2.4.3.2 管理区域への立ち入りが容易にできること 
2.5 環境への配慮がなされていること 2.5.1 排ガス、排熱、騒音、振動、廃棄物発生が少ないこと 2.5.1.1 処分区画での排ガス、排熱、騒音、振動、廃棄物発生が少ないこと 地表と作業環境への防護のために、地下からの排出物への
対応ができている 2.5.1.2 地表への排出物の対応が確実になされていること 
2.5.2 放射線による環境影響が最小限に抑えられていること 2.5.2.1 作業環境での放射線による環境影響が最小限に抑えられていること 通常作業での放射線による影響を最小限とする方策がな
されている 2.5.2.2 地表への放射線による環境影響が最小限に抑えられていること 
2.5.3 作業空間の劣化が最小限に抑えられていること 2.5. 作業空間の劣化が最小限に抑えられていること 3.1 定置までの処分坑道、処分孔が安全に維持されている 
2.6 人間の関与が最小限に抑えられて 
いること 
2.6.1 管理下での人間作業の最小化がはかられていること 2.6. 管理下での人間作業の最小化がはかられていること 1.1 遠隔操作による定置作業がはかられている 
2.6.2 ヒューマン・エラーの最小化がはかられていること 2.6. ヒューマン・エラーの最小化がはかられていること 2.1 作業工程に人間の関与を最小限とする設計がされている 
2.6.3 復旧作業での人間関与の最小化がはかられていること 2.6.3.1 復旧作業での人間関与の最小化がはかられていること  
2.7 安全管理と品質管理の統合化が 
はかられていること 
2.7.1 作業は全てモニターできる準備がなされていること 2.7. 作業は全て容易にモニタリングできること 1.1  
2.7.2 モニタリング記録が確実に保存されていること 2.7. モニタリング記録が確実に保存されていること 2.1  
2.7.3 品質に係わる異常は確実に伝達されること 2.7. 品質に係わる異常は確実に伝達されること 3.1  
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3.1.2  人工バリアシステムの高度化 
本研究は、第２次取りまとめで提示された人工バリアシステムを対象に、人工バリアの高度化
が閉鎖前の安全性と品質保証を確実とし、その結果として閉鎖後のセーフティケース構築に寄与
することを示す目的で実施した。（McKinley et al., 2006） 
 















(2)  高度化に向けて考慮すべき事項 
第２次取りまとめに示された標準的な人工バリアシステムは、処分孔や処分坑道に高圧縮ベン
トナイトナイトブロックとオーバーパックを遠隔操作で定置することを基本としている。例えば
処分孔竪置き定置では、SKB と POSIVA が共同研究（KBS-3V）として、スウェーデン Äspö
岩盤試験場において、手動による装置を用いた実規模の人工バリアと廃棄体の定置試験を実施し
た。その作業中、処分孔に浸入した地下水の影響で、ベントナイトブロックは容易に崩壊してし
まった（Böegesson et al., 2002）という結果が報告されている。また、処分坑道横置き概念での
実規模試験は、スペインがスイスGrimsel 岩盤研究所を用いて実施した試験（FEBEX）がある。
そこではベントナイトブッロクを定置中に、処分坑道に侵入してきた地下水の影響でブロックの












大きいと判断される（McKinley et al., 2006）。 
 
(3)  PEM概念 
前述の背景や求められる性能を考慮し、人工バリアシステムの高度化として考案した概念を、





























KBS-3Hプロジェクト：Pettersson et al., 2008, ベルギー：Humbfeck et al., 2008）。 
 





図 3.1-6  6 本のガラス固化体を格納するPEM 概念(Kawamura et al., 2008) 
 
この概念は以下に示す特徴を有する。 
・ 人工バリアシステムとしての基本構成要素は、単体のPEM の場合と同様である。 
・ 外郭の鋼製セル容器は、操業中および数十年にわたり外部からの影響を遮断する性能を有
する。 


















(5)  間隙の充填 



















図 3.1-8 PEM 内ベントナイト温度の変遷（Kawamura et al., 2006） 
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図中case-1 はオーバーパック（OP）内にガラス固化体を 1 本定置した第 2 次取りまとめでの
標準ケースを示している。Case-2 ではガラス固化体 2本が直列に、case-3 ではガラス固化体が 3
本直列に、case-4 ではガラス固化体 3 本が並列にオーバーパックに格納されたケースである。


















Case-2 Case-3 Case-4 Case-5
Case-1: Base case (H12)
Case-2: PEM 2 wastes in series
Case-3: PEM 3 wastes in series
Case-4: PEM 3 wastes in parallel
Case-5: PEM 6 wastes




Case-6: PEM 1 waste（Base Case）
H12 
 
図 3.1-9 処分場の規模の比較（Kawamura et al., 2006） 
 
標準ケースとして第２次取りまとめでの埋設密度(H12)に必要な面積を 1.0 とすると、図中
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3.2  閉鎖後セーフティケース：セーフティケースからナチュラルアナログへの期待 














の現象を求めるナチュラルアナログ研究は、1980 年代の初頭からMcKinley, Chapman らによっ














認識されてきている（Alexander et al., 2002）。また、ナチュラルアナログでは、異なる分野の
専門家が学術的な議論を集約する必要があることから、セーフティケースに必要とされる























 図 3.2-1 セーフティケースの階層構造のテンプレート（サイクル機構, 2005） 
 






































































































































































































































































図 3.2-8 地表近傍の変動に関わるナチュラルアナログ 
 
⑦ 人工バリアの長期健全性と形状維持 























































(5)  まとめと今後の展開 
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3.3  セーフティケースの統合 
















































































に適用...許認可申請に適用 ...安全レビューに適  
図 3.3-1 閉鎖前のセーフティケースから閉鎖後のセーフティケースへの模式図 
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分に“Best Practice” または “Best Available Technology” な技術を適用する要件に変化してき
た。ここではその制約として 経済性が強調されてきている（BATNEEC; Best Available 






























































































































































































   

















































































































図 3.3-10 人工バリアの初期状態からの状態変遷と単純化モデルとの差 
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・長期安全性確保 ・操業時安全性 ・工学的実現性 ・技術的信頼性







PEM製作技術 OP, PEM,緩衝材 搬送技術
修復技術 モニタリング技術
 
図 3.3-12 統合化セーフティケースをベースとしたシステム成立性評価の階層構造例 
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図 4-1 工学・科学・社会・倫理学アプローチとセーフティケースの関係 
 
4.1  工学的アプローチ 
 工学的アプローチによる課題解決の事例研究として、本節では、２つの研究成果を取りまとめ
て記述する。 
 米国の DOE（エネルギー省）の管轄下にあるアイダホ国立環境工学研究所（Idaho National 













4.1.1  多機能工学バリアシステム：Smart Subsurface Barrier System 




質が、アイダホ州内にある砂漠地帯にトレンチ掘削をして埋設された。（図 4.1.1-1 写真参照） 
 









と INEEL の研究者とで共同研究協定（CRADA: Cooperative Research and Development 
Agreement）を 2002 年に締結し、課題解決に向けて開発を進めた。 
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(2)  現地の状況 
放射性物質や化学廃棄物が処分されたアイダホの砂漠地区の全景、および管理下におかれてい
る処分場の図をそれぞれ、図 4.1.1-2、図 4.1.1-3 に示す。処分場全体はおおよそ 10km2で今回
の対象となるエリアは 40,000m2である。ドラム缶が埋設されたのは幅 20m、長さ約 100m のト





図 4.1.1-2 写真 アイダホ砂漠における処分場の全景 
 
図 4.1.1-3 処分場の平面図と研究の対象地域（円内） 










② バリアとしての閉じ込め性能は 100 年以上有効であること 























 (5)  研究開発の手順 
研究開発を実施するにあたり、開発のゴールを実証試験によるシステムと性能の確認におき、















































共同研究期間は 2002 年のCLADA 締結から 2005 年までの4 年間で実施した。 
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(7)  研究開発成果 










① 不透水性バリア    ： 汚染物質を確実に封じ込めることを目的とし、要求される止水性
能を確保する。 


















図 4.1.1-6 鋼管パイプの継ぎ手部の概念設計 
 
  



































図 4.1.1-8 実規模継ぎ手部への充填予備試験 
 






とでは強度に大きな差がある。密度の高い層では、一軸圧縮強度は 53.2 MPa から 63 MPa の範
囲であり、間隙の大きい層では 4.0 MPa から 4.2 MPa の強度である。掘削機の推進圧の制御に
より、強度差のある玄武岩を掘削できるカッターの組み合わせを確認することができた。 
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図 4.1.1-11 継ぎ手部へのセメント・ベントナイト混合材料の充填状況 
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図 4.1.1-13 全体システムを対象とした注水試験の概要 
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図 4.1.2-1 処分場概念オプション設定の流れ（原環機構、2004） 
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また、キャスタを用いることで、処分場の操業がより簡略化され、1 日 5 本のオーバーパック

















と軟岩（泥岩：一軸圧縮強度 15MPa）とし、処分場の深さをそれぞれ 1000ｍ、500m に設定し
た。上記の設計検討のうち、硬岩の場合の結果を図 4.1.2-2 にまとめて示す。硬岩での空洞の大








図 4.1.2-2 大規模空洞処分概念の設計解析結果 
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図 4.1.2-3 大規模空洞処分場全体のレイアウト（原環機構 TR-04-02, 2004） 
 










図 4.1.2-4 キャスタの概要（Masuda et al, 2006） 
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 キャスタを地下空洞に貯蔵している期間中は、図 4.1.2-5 に示すように空間を残し、ガラス固
化体の発熱による温度上昇を防ぐために強制換気の設備を設置する。換気設備は入気と排気の独
立した経路を設計する。このような状態で 300 年間貯蔵する。 
 
 
図 4.1.2-5 貯蔵空洞の概要（Kawamura et al, 2006） 
 
300 年間の貯蔵期間が終了した後に、キャスタ周辺にベントナイト緩衝材を設置することを計






図 4.1.2-6 キャスタ周辺のベントナイト設置方法（Kawamura et al, 2006） 
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(i)  地下空洞の安定性 

















図 4.1.2-7 揚水式地下発電所建設状況（大河内発電所建設時、1990 年） 
 



































れわれは日本の神社・仏閣における 1,000 年以上に及ぶ管理システムを説明に用いた。2004 年に
本概念がNuclear Engineeringで取り上げられたときに、CAvern REtrievable から”CARE”と名
づけた。図 4.1.2-8の写真にCAREが取り上げられたNuclear Engineeringの雑誌の表紙を示す。
木造構築物である法隆寺が 1,000 年以上にわたり確実に管理されてきた事実を紹介することで、








図 4.1.2-7 写真 Nuclear Engineeringに紹介された時の雑誌の表紙（法隆寺） 
 
(iv)  再取り出し性を考慮した設備の健全性 






(6)  長期の放射線学的な安全性 















図 4.1.2-8 CARE 概念における天然バリアへの核種放出量算定モデルの概要 
 
地下空洞から掘削影響領域（EDZ）に放出される核種の移行率について、同じ条件でのガラス





図 4.1.2-9 天然バリアへの核種放出量の比較（第２次取りまとめとCARE 概念） 
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(7)  第２次取りまとめ処分場概念とCARE概念の数量比較 
CARE 概念を考案する過程で、第２次取りまとめの標準ケースとなった処分孔竪置き概念と、
CARE 概念との地下施設の必要面積、掘削量、ベントナイト緩衝材量、および埋め戻し量の数量












図 4.1.2-10 第２次取りまとめ概念とCARE 概念の数量比較 
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・ Geosynthesis を考慮した調査システムフローの研究 
・ 地下水流動場の長期変遷予測に関する研究 
 
4.2.1  Geosynthesisを考慮した調査システムフローの研究 
(1)  研究の背景 






























































































































































































































































































































































表 4.2,1-1 概要調査地区選定時の文献調査における付加的に調査する事項への対応策（4/4） 




































ローを IT 化した。IT 化した調査システムフローは、いくつかのサブシステムに分割されている
（上記の要件対応）。一例として、火山・火成活動に関する作業項目の連関分析を図化したものを











































































































































































































































































図 4.2.1-3 火山・火成活動の調査システムフロ  ー
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おける文献調査のための調査システムフローの開発、第 61 回土木学会年次学術講演会 
5) 小池章久、土宏之、納多勝、佐藤晶子、河村秀紀、安井勝俊（2006）：概要調査地区選定の
ための火山・火成活動に関する調査システムフローの開発、第 61 回土木学会年次学術講演会 
 
 4.2.2  地下水流動場の変動予測に関する研究 


















が分布する三浦半島を想定し、図 4.2.2-1 に示すように、海域を含む東西方向 23km×南北方向
31km の矩形モデルとした。 
 
図 4.2.2-1 解析領域の地形鳥瞰図 
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 (3)  水理地質構造モデル 
当該領域の陸域中央部付近には標高約 240m の山地・丘陵地を想定した。また、海域には、幅
数km の大陸棚が分布し、その西方は急激に水深が深くなる地形構造を呈している状況とした。 





係数の深度依存性を考慮することとし、図 4.2.2-3 に示すように 1,000m で 3 オーダ低下する透
水係数の深度方向分布を設定した。地表断層の透水係数は高透水性であるとし、透水係数
1.0E-06(m/s)、幅 10m を仮定した。 
 
表 4.2.2-1 水理地質構造モデルの構築方針 
区分 地質構造 水理地質構造 
































図 4.2.2-3 母岩に設定した透水係数の深度依存性 
 
(4)  解析条件 








から+5～-120m 程度である。過去の海退・海進の変遷をみると最海進時の約 120,000 年前から約
20,000 年前までの間は海退期で、その後約 6,500 年前までの間が海進期にあたる。また、現在は
海退期の初期段階にあると推定できる。 
将来の海水準変動は、過去の海退・海進の繰り返しが将来も起こると仮定し、外挿することで
推定することができる。本解析では、図 4.2.2-5 に示すように海退期：85,000 年間、海進期：15,000
年間の線形的な変動を設定した。 
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 表 4.2.2-2 境界条件の設定 
 圧力条件 濃度条件 
上面 




  ：濃度フラックス 
  ：ダルシー流速 
  ：法線ベクトル（流出方向を正） 
  ：濃度 




底面 不透水境界 相対濃度1固定 

























 万年間の地殻変動特性は、傾動速度が最大で 1m/1,000 年以上の速度で隆起したところを含む地
域とされている。一方、侵食量に関する情報は十分蓄積されていない。以上のことから、本予測






濃度境界を設定する。本予測解析で対象とする時間は、過去 125,000 年前から将来 195,000 年後























図 4.2.2-5 想定した海水準変動、隆起変動および相対海水準変動曲線 
 











ケールの約 1/20～1/30）、横分散長を 100m（縦分散長の 1/10）と仮定する。 
 
表 4.2.2-3 移流分散解析に必要なパラメータの設定値 
パラメータ 単位 設定値 
縦分散長 m 1000 
横分散長 m 100 
淡水の密度 kg/m3 1000 
海水の密度 kg/m3 1035 
海水の拡散係数 m2/s 1.0E-09 
 
 
図 4.2.2-6 縦分散長のスケール依存性（Gelhar, L.W., 1986） 
 
(5)  地下水流動解析 
本研究では、淡水と海水の密度流を考慮した 3次元非定常移流分散解析を行った。解析には地
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 下水流動解析コードCONNECTFLOW Vesion9.5（開発者：SERCO Group plc）を使用した。
本コードは、海外の放射性廃棄物処分実施主体（NAGRA，SKB，POSIVA）における地下水流
動評価に関するプロジェクトで多くの実績を有する。 
過去 125,000 年前から現在、現在から将来 195,000 年後を対象として実施した地下水流動解析
結果を以下に示す。 
 
(i)  過去から現在までの地下水流動解析結果 




























現在から 180,000 年後の塩分濃度分布を図 4.2.2-13 に示す。2回目の最海退時であり、相対海
水準は現在標高比で-300m まで低下する。このことからモデル領域内の海域は、急峻な海底谷が
分布する箇所のみとなり、陸域からの淡水が深部まで浸透している状況が認められる。 







































































ラッキングによる解析対象時間は、海退、海進がそれぞれ 1 回生じる現在から 95,000 年後まで
の期間とした。 
 
(i)  仮想処分場の候補母岩領域の設定 
 仮想処分場の候補母岩領域として、三浦半島の中央部の武山断層と南下浦断層に挟まれた 3km
×3kmの平面領域を選定した。当該領域にX方向、Y方向へ500m間隔で標高-400mおよび-500m






図 4.2.2-15 仮想処分場の候補母岩領域および粒子のレイアウト 
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 (ii)  解析結果 
 各地点からの粒子の移行時間および移行距離を表 4.2.2-5 および図 4.2.2-16 に示す。また、粒
跡線図を図 4.2.2-17～図 4.2.2-24 に示す。なお、ここで示す移行時間は、天然バリアの岩盤の有
効間隙率（5%）を考慮した実流速による粒子の移行時間である。 
 EL-500m から出発した粒子の平均移行時間は 3,365 年であり、EL-400m から出発した粒子の











表 4.2.2-4 粒跡線解析結果一覧 
 出発点深度 平均値 最大値 最小値 
移行時間(年) 
EL-400m 1287 4241 374 
EL-500m 3365 9962 839 
移行距離(m) 
EL-400m 1026 2674 419 
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2) 核燃料サイクル開発機構：地層処分研究開発第２次取りまとめ －分冊 1 わが国の地層環境
－，JNC TN1400 99 21，1999. 
3) 小池一之・町田 洋編：日本の海成段丘アトラス，東京大学出版会，2001. 
4) Gelhar, L.W.：Stochastic subsurface hydrogy from theory to application, Water Resources 
Research, Vol.22, No.9, pp135-145,1986. 
5) Fetter, C.W.：Contaminant Hydrogeology, Prentice Hall, p83, 1999. 
 
 











・ 制度的管理と安全レビュー  
・ 多属性効用解析を用いた意思決定手法 
 
4.3.1  制度的管理と安全レビュ  ー
(1)  研究の背景：制度的管理とは 
「制度的管理」に関する記述は、国際機関が規定した基準に多く、代表的な記述として、1989
年 IAEAから公表されたSafety Series No.99 がある。 
3.1.2.  Principle No.2: Independence of safety from institutional control 
安全原則２：制度的管理に依存しない安全性 
The safety of a high level waste repository in the post-sealing period shall not rely on active 
monitoring, surveillance or other institutional controls or remedial actions after the time when the 
control of the repository is relinquished.（高レベル放射性廃棄物処分場の閉鎖後の安全性は、
アクティブなモニタリング、監視、またはその他の制度的管理、あるいは制度的管理が終了
した後の修復行為に依存してはならない） 
Principle No.1 concerning the minimization of burdens on future generations also implies 
that these generations should not have to tale any action to protect them-selves from the effects of 
waste disposal. Records are expected to be kept and monitoring may be carried out, for instance, 







1990年に IAEAから出版された ’Working Material, Radioactive Waste Management: An 













の必要性と限界を論じている記述がある。1994 年に公表された ’Environmental and ethical 


















Energy policy Act of 1992 における連邦議会の質問事項 
Question 2. Whether it is reasonable to assume that a system for post-closure oversight of the 
repository can be developed, based on active institutional controls, that will prevent an unreasonable 
risk of breaching the repository’s engineered barriers or increasing the exposure of individual 
members of the public to radiation beyond allowable limits. 
Question 3. Whether it is reasonable to make scientifically supportable predictions of the probability 
that a repository’s engineered or geologic barriers will be breached as a result of human intrusion 









Based on these findings, we make two observations about how to deal with human intrusion in the 
Yucca Mountain standards. First, although there is no scientific basis for judging whether active 
institutional controls can prevent an unreasonable risk from human intrusion, we think that if the 
repository is built such controls and other activities can be helpful in reducing the risk of intrusion, at 
least for some initial period of time after a repository is closed. Therefore, although it cannot be 
proven, we believe that if a repository is built at Yucca Mountain, a collection of prescriptive 
requirements, including active institutional controls, record-keeping, and passive barriers and markers, 
will help to reduce the risk of human intrusion at least in the near term. The degree of benefit is likely 
to decrease over time. Further, once other knowledge of the repository is lost, passive markers could 
attract the curious and actually increase the risk of intrusion. Nonetheless, we conclude that the 






1995年に IAEAがRADWASS（Radioactive Waste Safety Standards）プログラムの活動の
一環として公表した  ‘Safety Series No.111-F The Principles of Radioactive Waste 
Management’ における制度的管理の記述を紹介する。このドキュメントで、制度的管理は以下
のように定義されている。 
Institutional control. Control of a waste site (for example, disposal site) by an authority or 
institution designated under the laws of a country or state. This control may be active (monitoring, 
surveillance, remedial work) or passive (land use control) and may be a factor in the design of a 
nuclear facility (for example, near surface disposal facility). 
本文中での制度的管理に関する記述は、安全原則５：将来世代への負担に関する解釈文の中に
見つけることができる。 
320. The management of radioactive waste should, to the extent possible, not rely on long term 
institutional arrangements or actions as a necessary safety feature, although future generations may 
decide to utilize such arrangements, for example to monitor radioactive waste repositories or retrieve 
radioactive waste after closure has been effected. The identity, location and inventory of a radioactive 
waste disposal facility should be appropriately recorded and the records maintained. 























































































(3)  わが国での「処分場の管理」 
処分の管理のあり方を基本として、わが国で想定されている処分スケジュールに対応した処分
場の管理について考察する。処分システムの特長から、処分場の管理を以下のように定義する



























































図 4.3.1-2 事業停止に至るまでの段階的な制度的管理（Kawamura, et al., 2006） 
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4.3.2  多属性効用解析を用いた意思決定手法 
地層処分事業を段階的に進めるには、多岐にわたる視点、あるいは評価の指標からの意思決定
が求められる。原環機構が設定した 8 項目の設計因子（NUMO TR-04-01,2004）もその一つで
ある。透明で追跡性のある意思決定プロセスを示すことは、セーフティケースを説明する上で重
要となる。本節では、原環機構が実施する概要調査地区選定の意思決定の手法として開発した多
属性効用解析（Multi Attribute Analysis： MAA）に関する研究成果を記述する。 
 

















図 4.3.2-1 MAAの階層構造例（NUMO 2004） 
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 MAA の適用性を照査するまでの試行の実施手順を図 4.3.2-3 に示す。MAA のスコアリング・
モデルは、階層構造の最下層の付加的事項に対応した各要素を対象に作成し、要素の特徴に応じ





















図 4.3.2-4 定量的なグラフでのスコアリング・モデル例 
 











① HP（Hierarchy Process）法による重み付け 




れている。本研究では相互比較の点数として、以下の 4 段階を設定した。これらの点数は、表 
4.3.2-2に示す付加的に評価する事項（NUMO TR-04-02）を用いた縦軸に対する横軸の対比の形
で決定される。表 4.3.2-2 は、本研究を共同で実施した 4 名の合意で設定した結果である
（Kawamura, McKinley, Tsuchi, Koike）。 
・ 1 – roughly equal importance 
・ 3 – significantly more important 
・ 5 – very much more important 
・ 1/3 – significantly less important 
・ 1/5 – very much less important 
 












































































1.Rock properties 1 1 3 5 5 5 2.69 0.32
2.Hydro properties 1 1 5 5 5 5 2.92 0.35
3.Site characterization  1/3  1/5 1 3 5 5 1.31 0.16 3
4.Risk of Natural disasters  1/5  1/5  1/3 1 5 3 0.76 0.09 4
5.Land procurement  1/5  1/5  1/5  1/5 1 1 0.34 0.04 6





















¾ 5 for high: Red 
¾ 3 for medium: Green 
¾ 1 for low: Yellow 
¾ 0 for no significance: Blank 
 
















































1. 地層の物性・性状 19 0.28
 1.1 Geological properties 24 0.25
  1.1.1 Strength 1 5 5 3 5 5 3 1 28 0.29
  1.1.2 Stress regime 1 3 5 1 3 1 1 1 16 0.16
  1.1.3 Fracturing 1 5 5 3 3 1 1 5 3 3 5 35 0.36
  1.1.4 Weathering and alternation 3 3 3 1 3 1 1 1 1 1 18 0.19
 1.2 Geothermal gradient 3 1 1 1 1 1 1 1 10 0.11
 1.3 Host rock 32 0.34
  1.3.1 Area 5 5 3 1 5 1 5 3 5 33 0.26
  1.3.2 Depth 5 5 3 1 1 3 5 5 1 5 5 39 0.31
  1.3.3 Thickness 1 5 1 1 1 3 1 3 16 0.13
  1.3.4 Geometry 5 5 3 3 3 1 1 5 1 5 3 3 38 0.3
 1.4 Uplift and erosion 3 5 5 1 14 0.15
 1.5 Geotec. Properties 15 0.16
  1.5.1 Abnormal pore pressure 1 3 1 1 3 1 1 11 0.14
  1.5.2 Swelling rock 1 3 1 3 1 3 1 13 0.17
  1.5.3 Gas risk 1 1 3 1 1 3 1 1 3 1 1 17 0.22
  1.5.4 Rock burst risk 1 3 3 3 1 3 14 0.18
  1.5.5 Flooding risk 3 3 5 5 1 3 1 1 22 0.29
2. Hydro geological properties 21 0.3
 2.1 Ground water flow rate 25 0.6
  2.1.1 Hydraulic conductivity 3 3 3 3 3 3 3 5 1 3 3 3 1 37 0.37
  2.1.2 Hydraulic gradient 1 3 3 3 3 3 3 5 1 3 3 3 1 35 0.35
  2.1.3 Velocity 1 1 1 1 1 3 5 1 1 15 0.15
　2.1.4 Discharge point 1 5 3 3 12 0.12
 2.2 Groundwater chemistry 17 0.4
  2.2.1 Eh 3 1 5 5 3 17 0.33
  2.2.2 pH 1 1 5 3 1 11 0.22
  2.2.3 Salinity 3 1 1 1 1 1 3 5 3 1 3 23 0.45
3. Site characterization 12 0.17
 3.1 Field works 16 0.46
  3.1.1 Scale required 5 1 3 1 3 3 1 1 18 0.56
  3.1.2 Availability of technology 5 3 3 3 14 0.44
 3.2 Ease of evaluation 3 3 3 1 10 0.29
 3.3 Restriction of access 5 1 3 9 0.26
4. Risk of natural disaster 5 0.0
 4.1 Earthquakes 1 1 3 1 1 7 0.35
 4.2 Landslides 1 1 1 3 0.15
 4.3 Floods 1 3 1 5 0.25
 4.4 Tsunami 1 3 1 5 0.25
5. Land procurement 5 0.0
 5.1 Easy of procurement 1 1 3 5 0.56
 5.2 Cost of Land 1 3 4 0.44
6. Transportation 7 0.
 6.1 Distance to harbor 3 1 1 1 6 0.43
 6.2 Available transportation 3 1 1 3 8 0.57
60 70 52 24 24 28 57 71 33 64 24 40 21 0.99












































































































































































が 28％、サイト調査性が 17％、輸送が 10％、自然災害と土地の取得性はともに 7％の重み付け





 (3)  MAAを用いた試解析 
MAAの適用性を照査するために、付加的に評価する事項として設定されている項目を考慮し、
岩盤特性、水理特性、サイト調査性、自然災害の可能性、土地取得の可能性、輸送の観点から特









































2  Hydrological properties
6  Transportation
1  Geological properties
4  Risk of natural disaster
3  Site characterisation
5  Land procurement
Preference Set = Overall









2  Hydrological properties
4  Risk of natural disaster
1  Geological properties
5  Land procurement
3  Site characterisation
6  Transportation




































Coastal Sediment 0.791 0.68 0.609 0.746 0.624 0.766 0.653 0.667 0.756 0.786 0.622 0.698 0.764 0.721
nland Sediment (H12) 0.742 0.655 0.577 0.754 0.562 0.729 0.646 0.634 0.72 0.697 0.637 0.635 0.692 0.659
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4) JAEA (2005): 1st Sage of site investigation of Horonobe Area 







































5.1.1  安全評価における時間枠と評価の領域 












線量解析結果では、ピーク値は処分場閉鎖後の 100 万年前後に出現している。 
 
 

























層処分場の建設・操業期間は 40 年間を見込んでおり、閉鎖後は 300 年程度の制度的管理の継続
が議論されている。 


















































































5.1.2  ストーリボードの誕生 


































































































































































































































・ 次期の氷河期の影響が想定できる時間枠：10,000年オーダ  ー
・ テクトニクスに起因する天然事象の予測が可能な時間枠：100,000年オーダ  ー
・ 処分場が隆起・侵食作用により地表近辺の酸化領域に近接する時間枠：サイトの特性と処分
深度に依存 
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4) 核燃料サイクル開発機構（2005）：平成17年取りまとめの公表と今後の研究開発の方向
性：地層処分技術に関する研究開発報告会    
  
 







5.2.1  余裕深度処分におけるセーフティケース構築とストーリボード 
本節では、ストーリボードの適用実績として、青森県六ヶ所村で計画されている余裕深度処分
のセーフティケース構築に使用した研究例を記述する。セーフティケースについては、第２章で




(1)  余裕深度処分の概念 
余裕深度処分は、図 5.2.1-1に示す地表から約 100ｍに直径 19m程度の処分空洞を建設し、原
子力発電所の解体廃棄物および使用済み燃料の再処理プロセスから発生する放射性廃棄物（L1
廃棄物）を埋設処分する施設である。余裕深度処分は、IAEAの処分形態の分類からするとShallow 










図 5.2.1-1 余裕深度処分場の概念（土木学会 2008） 
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(3)  閉鎖前の施設確認とストーリボード 















(ii)  原子力安全委員会が要求する「安全確認」 
原子力委員会は「高レベル放射性廃棄物の処分に係わる安全規制の基本的考え方（第 1 次報
告）：平成12年11月6日」の中で安全確保方策として以下を求めている。 
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図 5.2.1-4 安全指標と時間枠の概念（Kawamura et al. 2005） 
 
 評価の時間枠設定では、建設と操業により影響を受けた水理環境が回復する期間として閉鎖後
100 年間、制度的管理が継続される期間として 300 年間、人工バリアの性能が確実に推定できる
期間として1,000 年間、多重バリアによる放射性核種の確実な閉じ込め（遅延を含む）期間とし















































4) Hideki Kawamura, Neil Chapman, Charles McCombie, Ian McKinley (2005): 
Staffing and monitoring for the Japanese L/ILW repositories, Proceeding of ICEM’05 
5) Forum vera (2000): Radioactive Waste Management- Sustainable or Tentative 
Solution?, Switzerland  









(1)  研究の背景：新しいシナリオ設定手法開発の必要性 






・ 人工バリア、天然バリア、生物圏などの評価領域や天然事象によるFEP の分類 
・ 一次スクリーニングとして、サイトの特性、処分概念、廃棄物に含まれる放射性核種の種類
などを考慮して安全評価上考慮する必要のないFEP を除外 
・ FEP 間の関連図（PID：Process Influence Diagram）を作成 
・ PID の重要性と発生頻度の設定 
・ 二次スクリーニングとして重要度が低く、発生頻度の小さいPID を除外 















(i)  前提と境界条件 
 シナリオ設定のワークフレーム構築に際し、以下の前提と境界条件を設定した。 
















・ OECD/NEA のFEP リストをスタートラインとし、HLW 処分特有のFEP データベースを
構築 
・ 作成したFEP について、特徴を考慮してバリア要素ごとに分類 
・ 安全性と関連性を専門家の判断により考慮し、FEP のスクリーニング 
・ FEP 相互の関連図（PID）を作成 
・ グルーピングした FEP をシナリオ設定した上で、地下水移行シナリオ、接近シナリオの 2
つに分類 
原子力安全・保安部会報告書「高レベル放射性廃棄物処分の安全規制に係わる基盤確保に向け








































































・ 安全性に関連する FEP とトップダウンで構築されるシナリオとの連携は、シナリオとして
スーパーFEP を組み立てていく段階で確認することができる。 
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・ 300 年後から 1,000 年までの段階：建設･操業による地下水流動場への影響が回復し、ガラ
ス固化体からの温度影響がなくなる段階 
・ 1,000 年後から10,000 年までの段階：オーバーパックの閉じ込め機能が喪失し、核種がガラ
ス固化体から溶出する段階 




・ 117 万年後以降 
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：28万年後  0.005 





  図 5.2.2-5 沿岸内陸仮想サイトを対象としたストーリボード 
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T 岩盤熱特性 換気による温度低下 換気による温度低下 ガラス固化体の発熱→温度上昇 ガラス固化体の発熱の低下→温度低下 
ガラス固化体の発熱の低下→温度
































変形→応力回復 クリープ変形→応力回復 剛性低下物性 初期物性に回復(？) 初期物性に回復(？) 
C 還元・中性 換気による不飽和層が酸化 換気による不飽和層が酸化 再冠水による還元に回復 再冠水による還元に回復 還元、アルカリ 還元、アルカリ 還元、アルカリ 還元→酸化に変化 










低下→岩盤温度 岩盤温度 岩盤温度 岩盤温度 
侵食による流出 





M 岩盤荷重による応力・変形 岩盤荷重による応力・変形 岩盤荷重による応力・変形 クリープ変形→応力増加 地下水の浸透→変質→強度特性の喪失、内外力での変形 
地下水の浸透→変質→強度特性
の喪失、内外力での変形 変質材料特性：低剛性 変質材料特性：低剛性 











溶解、還元、アルカリ 還元、アルカリ 酸化地下水との接触 
















































































（耐熱性維持） ― ― ― 
侵食による流出 





M 力学特性：膨潤圧→耐圧性維持 膨潤圧→耐圧性維持 膨潤圧→耐圧性維持 膨潤圧＋膨張圧→耐圧性維持 
腐食＋膨潤圧＋膨張圧→耐圧性
の喪失（形状維持） 腐食生成物の物性→体積減少 腐食生成物の物性→体積減少 











生 ― ― ― 
ガラス固化体 
 T 崩壊熱→熱特性：温度上昇 崩壊熱→熱特性：温度上昇 崩壊熱→熱特性：温度上昇 崩壊熱→熱特性：温度上昇 ― ― ― 
侵食による流出 



































放射線分解→ガス発生 ― ― ― R 
侵食作用 
酸化領域に接触
図 5.2.2-6 人工バリアの状態変遷に着目した詳細ストーリボード（モジュール） 
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(6) まとめと今後の展開 





















－平成17 年取りまとめ－ 分冊３「安全評価手法の開発」 
2) OECD/NEA (1999): Scenario Development Methods and Practice, An Evaluation 
based on the NEA Workshop on Scenario Development Madrid, Spain, May 1999 







































































図 5.2.3-2 実際の人工バリア定置環境と閉鎖後の状態（Kawamura et al.,2008） 
 






























































定置直後    
   






















図 5.2.3-4 ストーリボードによる人工バリアの変遷の理解（Kawamura et al. 2008） 
 





















































化学反応の触媒となる（West et al. 2007）。また、地下水の浸入プロセスでコンクリート材料が





















































































































































初期状態 掘削後 定置中 定置直後 閉鎖直後 ～数100年 ～数1000年 ～100000年
 
図 5.2.3-5  人工バリアのストーリボード：ベントナイトブロックを用いた堆積岩での処分孔






































































































































・ 閉鎖から 100 年後まで 
・ 100 年後から1000 年後まで 
・ 1000 年以降 
 図中では、それぞれの影響因子が評価の全時間枠において、継続可能と推定される範囲を、















































































































































































































































































































































































































































































































図 5.2.3-12 施工時の品質確保への要件と施工段階での対応技術（Kawamura et al. 2008） 
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が 1989 年から 1991 年にわたり当時の動力炉・核燃料開発事業団への出向中に、日本での岩盤水
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